
 

第２期東海市子ども・子育て支援事業計画の中間年の見直しについて 

 

１ 見直しの背景 

「第２期東海市子ども・子育て支援事業計画」は、「すべての子どもと家庭をし

あわせにする まちづくり」の基本理念を第１期計画から継承し、令和２年（２０

２０年）３月に策定しました。 

この計画は、令和２年度（２０２０年度）から６年度（２０２４年度）の５か年

を計画期間としており、中間年を目安として、必要な場合には計画の見直しを行う

こととなっています。 

令和２年度、３年度の保育園等の実際の利用状況と、計画の量の見込（計画策定

時に行ったアンケート調査等から算出）を比較すると、かい離が生じている事業や、

施設の整備等により確保方策に変更が生じている事業があるため、内閣府子ども・

子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）発出の事務連絡令和４年３月１８日

「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのための考

え方について」に基づき、令和４年度（２０２２年度）に計画の見直しを行うこと

としました。 

 

２ 見直しの年度 

  令和５年度（２０２３年度）及び令和６年度（２０２４年度）分について、見直

しを行いました。 

 

３ 見直しの経過 

学識経験者、公募市民、子ども・子育て関係者等で構成される「東海市子ども・

子育て支援会議」において、令和４年度（２０２２年度）に内容について審議を行

いました。 

 

４ 見直しの内容 

  子どもの人口の推計、教育・保育の量の見込と確保方策及び地域子ども・子育て

支援事業の量の見込と確保方策について次のとおり修正しました。 



 

変更箇所 
（該当ページ） 

変更の内容 経緯・理由 

教育・保育の量の見込

みと確保方策（P.68） 

国の基本指針に基づ

き分析した結果、教育・

保育の量の見込みの見

直しは行わず、確保方策

の数値を変更した。 

「確認を受けない幼稚園」であった幼稚園が、認

定こども園になった。 
「特定教育・保育施設」では、私立保育園の開所、

認定を受けない幼稚園の認定こども園化に加え、公

立保育園の受け入れ人数増により提供体制が整う

こと、また、「特定地域型保育事業」では、予定し

ていた小規模保育事業の誘致の中止することから、

確保の内容について見直した。 
 これまで預かり保育は１号としていたが、考え方

を整理し２号とするよう改めたため、記載し直し

た。 

延長保育事業（P.69） 
令和５年度（2023 年

度）以降の確保の方策に

ついて下方修正した。 

保護者のニーズ等を踏まえ、予定していた小規模

保育事業の誘致を中止としたことから、確保内容を

見直した。 

放課後児童健全育成

事業（放課後児童クラ

ブ）（P.71） 

令和５年度（2023 年

度）以降の確保の方策に

ついて上方修正した。 

民立施設の拡張に伴い、利用定員が増えたことか

ら、確保内容について見直した。 

地域子育て支援拠点

事業 
（P.73） 

 令和５年度（2023 年

度）以降の確保の方策に

ついて下方修正した。 

 新たに整備するコミュニティーセンターが児童

館機能を有する施設となるため、児童館を廃止する

ことから、確保の内容について見直した。 

養育支援訪問事業 
（P.82） 

令和５年度（2023 年

度）以降の量の見込みに

ついて上方修正した。 

 令和２年度（2020 年度）～令和３年度（2021 年

度）の利用実績が当初計画を上回っていることか

ら、実績をベースに令和５年度（2023 年度）以降の

量の見込みを見直した。 
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【令和５年度（２０２３年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 １，００１人 ２６３人 １，７０６人 １，００７人 ２５０人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
４５７人 ２，２０３人 ９６３人 １８７人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
９２８人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － １４７人 ６２人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
０人 ２６３人 － － 

合計 １，３８５人 ２，４６６人 １，１１０人 ２４９人 

過不足分（提供量－見込み量） ３８４人 ４９７人 １０３人 ▲１人 

 

 
 
 
 

【令和６年度（２０２４年度）】 

 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上 

保育が必要 １・２歳 

保育が 

必要 

０歳 

保育が 

必要 教育希望 

が強い 
左記以外 

見込み量 ９７２人 ２６３人 １，６９４人 １，０１３人 ２６３人 

提
供
量 

特定教育・ 

保育施設 

保育園、幼稚園、 

認定こども園 
４５７人 ２，２０３人 ９６３人 １８７人 

確認を受け

ない幼稚園 

上記に該当しない 

※１を除く 
９２８人 － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模、家庭的、居

宅訪問型、事業所内

保育 
－ － １４７人 ６２人 

上記以外 
幼稚園及び預かり

保育（長時間・通年） 
０人 ２６３人 － － 

合計 １，３８５人 ２，４６６人 １，１１０人 ２４９人 

過不足分（提供量－見込み量） ４１３人 ５０９人 ９７人 ▲１４人 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

（１）延長保育事業 ● ● ● ● ● ● ● 

保育認定を受けた児童について、保育園等で通常の保育時間を超えて延長して保育

を実施する事業です。 

 

 
平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

利 用 者 数 ８７７人 ９４６人 １０２１人 ８８４人 

実 施 箇 所 数 １８か所 １９か所 １９か所 ２３か所 

 

※利用者数は、保育時間が１８時から１９時までの実利用者数 

※平成２７年度（２０１５年度）から利用者数を把握 

 
【アンケート等から捉えた現状と問題点】 

平日に利用している定期的な教育・保育事業では、「１８時台」から「１９時台」の

利用終了時間の割合は１８.７％となっています。一方で、「１８時台」から「１９時台」

の利用終了時間を希望する割合は２０.２％となっていることから、延長保育事業につ

いての潜在的なニーズはおおむね充足していることがわかります。 

 
【今後の方向性】 

延長保育事業対応のために保育士の配置をすることで、保育園の実利用定員分の提

供が可能であるため、長時間保育が子どもの負担にならないよう配慮しながら、延長

保育を行います。 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ９７４人 ９７５人 ９６６人 ９６３人 ９６７人 

実 施 箇 所 数 ２９か所 ３１か所 ３３か所 ３４か所 ３４か所 

提 供 量 ９７４人 ９７５人 ９６６人 ９６３人 ９６７人 

過 不 足 

（ 提 供 量 － 見 込 み 量 ） 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
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【今後の方向性】 

子どもが安全・安心に過ごすことができるように、利用時間帯の変化に伴う長時間

利用者に対応するため、開所時間が長い民間放課後児童クラブへの支援等の充実を図

ります。 

また、子ども人口に対する利用割合が高まることによるニーズの多様化に対応すべ

く、特別な支援を必要とする児童への配慮など、職員の研修内容等の充実を図ります。 

 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 
（ １ 年 ） ３１９人 ３１９人 ３３４人 ３２０人 ３０５人 

見 込 み 量 
（ 2 年 ） ２３８人 ２５３人 ２４２人 ２５３人 ２４３人 

見 込 み 量 
（ ３ 年 ） １９７人 １８６人 １８９人 １８１人 １８９人 

見 込 み 量 
（ ４ 年 ） ８７人 ９７人 ８８人 ８９人 ８５人 

見 込 み 量 
（ ５ 年 ） ３６人 ３６人 ３９人 ３５人 ３６人 

見 込 み 量 
（ ６ 年 ） ８人 ９人 ９人 ９人 ８人 

計 ８８５人 ９００人 ９０１人 ８８７人 ８６６人 

実 施 箇 所 数 １６か所 １６か所 １６か所 １６か所 １６か所 

提 供 量 １，４６０人 １，４６０人 １，４６０人 １，４７５人 １，４７５人 

過 不 足 
（提供量－見込み量） ５７５人 ５６０人 ５５９人 ５８８人 ６０９人 
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（４）地域子育て支援拠点事業 ● ● ● ● ● ● ● 

乳幼児親子の交流、親同士の情報交換や仲間づくりを支援するため親子が安心して

気軽に立ち寄れる場を提供するとともに、子育てに関する相談、情報提供、助言その

他の支援を行います。 

 
（月平均） 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

利 用 者 数 ５,９５６人 ６,９８５人 ７,２７０人 ７,８７１人 ７,９１９人 

実 施 箇 所 数 

（子育て支援センター） 
３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

実 施 箇 所 数 

（ 児 童 館 ） 
   ― １４か所 １４か所 １４か所 １４か所 

 
利用者数は０歳～２歳児の月間延べ利用者数 

児童館は平成２７年度（２０１５年度）から地域子育て支援拠点として位置付けたもの 

 
【アンケートなどから捉えた現状と問題点】 

「現在、地域子育て支援拠点事業（子育て広場、つどいの広場など）を利用してい

ますか」の質問で、「地域子育て支援拠点事業（子育て広場、つどいの広場など）を利

用している」の割合が２３.２％、「その他市が実施している類似の事業を利用してい

る」の割合が５.２％となっています。 

「利用していない」の割合が７１.９％と高くなっていますが、保育園の入所となる

3 歳以上では、「利用していない」の割合が 9 割を超えています。 

 
【今後の方向性】 

様々な子育て支援事業を実施する子育て支援センターと、最も保護者に近い地域子

育て支援拠点施設である児童館のそれぞれの役割分担を整理し、両施設の持つ特性を

活かして連携することでより地域における子育て支援の充実につなげていきます。 

（月間） 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

見 込 み 量 ８，０１６人 ８，０６５人 ８，１１４人 ８，１６３人 ８，２１２人 

提

供

量 

子 育 て 支 援 

セ ン タ ー 
３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

児 童 館 １４か所 １４か所 １４か所 １３か所 １３か所 
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（12）養育支援訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● 

養育困難な家庭、配慮が必要な家庭などに対して、養育に関する専門的な相談指導・

助言を行う保育士・助産師・保健師、家事援助などを行うヘルパー・育児経験者など

の派遣を行います。また、出産前で特に支援が必要と認められる妊婦に対しても同様

の支援を行います。 

 
 

 
平成２６年度 

（２０１４年度） 

平成２７年度 

（２０１５年度） 

平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

平成３０年度 

（２０１８年度） 

訪 問 件 数 ４３２件 ５０３件 ４３３件 ４０６件 １６７件 

 
 

【現状と問題点】 

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を、関係部署の保健師、助産師、保育士

等専門スタッフが連携して取り組み、平成２９年度（２０１７年度）から特に妊娠期

から産後の支援の充実を図り、早期に支援に入れる仕組みが整ってきています。これ

により重症化し長期化する件数が減少しているものの、育児困難感等を抱え支援を必

要とする世帯が一定数あるため、引き続き関係部署の連携を密に支援に取り組む必要

があります。 

 
 

【今後の方向性】 

今後も引き続き、保育士、ヘルパー、助産師、保健師又は育児経験者などの派遣を

行い、定期的な支援により養育者の不安や負担感の軽減、育児スキルの向上を図りな

がら、児童虐待の未然防止の視点からも訪問による支援を実施していきます。 

 
 

 
令和２年度 

（２０２０年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

令和６年度 

（２０２４年度） 

推 計 値 １８８件 １８８件 １８９件 ３２４件 ３２３件 

実 施 体 制 

乳児家庭全戸訪問事業などにより、養育上、支援が必要な家庭には、保育士、

ヘルパー、助産師、保健師又は育児経験者などを派遣し、継続的な訪問を実施

している。 

 
  


